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平成 23 年度健全化判断比率審査意見及び資金不足比率審査意見の提出について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により審査に付された平成

23 年度決算における健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類並びに同

法第 22 条第１項の規定により審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類について，審査し，意見を決定しましたので，次のとおり提出します。 

 なお，谷口弘昌監査委員及び西村京三監査委員については，各比率の審査に関し，それぞれ

が関係する会計等の審査について，地方自治法第 199 条の２の規定により，除斥しました。 
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表記に関する注意事項 

 

注１ 文中に用いる金額は，10,000 円未満を切り捨てて表示した。 

２ 表中に用いる金額は，総務省が示す健全化判断比率等の算定方法に基づき，原則として

1,000 円未満を四捨五入して表示した。 

３ 文中及び表中に用いる比率は，総務省が示す健全化判断比率等の算定方法に基づき，原則

として小数点以下第 3 位又は第 2位を切り捨てて表示した。 

４ 表中に用いる「0」は該当数値はあるが単位未満のもの，また，「－」は該当数値がないも

のを示す。 
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   平成 23 年度健全化判断比率審査意見及び資金不足比率審査意見 

 

第１ 審査の対象 

 

 １ 健全化判断比率審査 

 

平成 23 年度決算における次の健全化判断比率の算定及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類 

 

  実質赤字比率 

  連結実質赤字比率 

  実質公債費比率 

  将来負担比率 

 

２ 資金不足比率審査 

 

平成 23 年度決算における次の特別会計に係る資金不足比率の算定及びその算定の基礎

となる事項を記載した書類 

 

  京都市地域水道特別会計 

  京都市京北地域水道特別会計 

  京都市特定環境保全公共下水道特別会計 

    京都市中央卸売市場第一市場特別会計 

    京都市中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計 

    京都市農業集落排水事業特別会計 

    京都市土地区画整理事業特別会計 

    京都市水道事業特別会計 

    京都市公共下水道事業特別会計 

    京都市自動車運送事業特別会計 

    京都市高速鉄道事業特別会計 

 

第２ 審査の期間 

 

   平成 24 年 6 月から同年 9 月まで 
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第３ 審査の結果 

 

 １ 健全化判断比率審査 

 

  健全化判断比率の算定及びその算定の基礎となる書類の作成 

   審査の対象とした健全化判断比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類の作成が，法令等の趣旨に沿って適正に行われているかについて審査を行ったところ，

いずれも適正に行われていると認めた。 

平成 23 年度決算における健全化判断比率及びその対象となる会計等は，次のとおりで

ある。 

 

（表 1）平成 23 年度決算における健全化判断比率 

（単位：％） 

項  目 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

算 定 結 果 － － 13.7 237.2 

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 400.0 

財 政 再 生 基 準 20.00 30.00 35.0  

(参考)平成 22年度 － 0.16 13.1 235.0 
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（表 2）健全化判断比率等の算定対象会計等 

 

区  分 比率の算定対象会計等 

一
般
会
計
等 

一般会計  

一般会計等に属
する特別会計 

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計   

雇用対策事業特別会計   

土地取得特別会計   

基金特別会計   

市公債特別会計   

市立病院機構病院事業債特別会計  

そ
の
他
の
特
別
会
計 

一般会計等以外
の特別会計のう
ち公営企業に係
る特別会計以外
の特別会計 

国民健康保険事業特別会計  

介護保険事業特別会計  

後期高齢者医療特別会計  

駐車場事業特別会計  

公営企業に
係る特別会
計 

法
非
適
用 

地域水道特別会計  

京北地域水道特別会計  

特定環境保全公共下水道特別会計  

中央卸売市場第一市場特別会計  

中央卸売市場第二市場・と畜場特別
会計 

 

農業集落排水事業特別会計  

土地区画整理事業特別会計  

法
適
用 

水道事業特別会計  

公共下水道事業特別会計  

自動車運送事業特別会計  

高速鉄道事業特別会計  

   

一部事務組合・広域連合 

（京都府後期高齢者医療広域連合等） 
 

   

地方公社・第三セクター等 

（京都市土地開発公社，京都御池地下街株式会社等） 
  

注 1 「法適用」は地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業，「法非適用」はそれ以外
の公営企業である。 

  2 資金不足比率は，公営企業ごとに算定される。審査の結果は，「２ 資金不足比率審査」の
とおり。 

実
質
赤
字
比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

将
来
負
担
比
率 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

資
金
不
足
比
率 
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  健全化判断比率の分析 

ア 実質赤字比率 

     一般会計等の実質赤字額を標準財政規模で除した比率である実質赤字比率は，当年

度は，前年度と同様に実質赤字額がなかったため発生していない。 

     なお，地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく財政健全化計画の策定が

求められる早期健全化基準は 11.25％であり，財政再生計画の策定が求められる財政

再生基準は 20.00％である。 

 

（表 3）実質赤字比率算定結果の対前年度比較 

（単位：千円，％，ポイント） 

年 度 
実質赤字額 

Ａ 

標準財政規模 

Ｂ(注) 

実質赤字比率

Ａ／Ｂ 

早期健全化

基  準

財政再生

基  準

平成 23 年度 － 349,448,352 － 

11.25 20.00 平成 22 年度 － 350,405,813 － 

対前年度増△減 － △957,461 － 

  注 標準財政規模とは，地方公共団体の一般財源（使途が特定されず，どのような経費にも使用すること

ができる財源）の標準的な大きさを示す指標で，「標準税収入額＋普通地方交付税額＋地方譲与税＋交

通安全対策特別交付金」で求められる。 

なお，健全化判断比率の算定上は，臨時財政対策債発行可能額を含めることとされているため，これ

を含む額で記載している。 
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     本市の一般会計等に当たる会計と，その実質収支額の状況は，次のとおりである。 

当年度は，前年度と同様にすべての会計で実質収支が黒字又は均衡することとなっ

たため，実質赤字額は生じなかった。 

 

（表 4）一般会計等の会計別実質収支額の対前年度比較 

（単位：千円） 

会 計 名 平成 23 年度 平成 22 年度 
対前年度 

増△減額 

一般会計 1,397,515 709,200 688,315

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 － － －

雇用対策事業特別会計 2,638 － 2,638

土地取得特別会計 28,363 － 28,363

基金特別会計 17,064 118,032 △100,968

市公債特別会計 2,585 209 2,376

市立病院機構病院事業債特別会計 － －

合  計 1,448,165 827,441 620,724

注 実質収支額の算定上，翌年度へ繰越すべき財源に，事業繰越及び支払繰延に係るものを含むため，一

般会計等の各会計における決算の実質収支額と一致しないものがある。 
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   イ 連結実質赤字比率 

     全ての会計の実質収支額及び資金剰余額又は不足額の合計である連結実質赤字額を

標準財政規模で除した比率である連結実質赤字比率は，連結実質赤字額がなかったた

め発生していない。前年度は，連結実質赤字額が 5 億 6,106 万円であり，連結実質赤

字比率は 0.16％であった。 

なお，早期健全化基準は 16.25％であり，財政再生基準は 30.00％である。 

 

（表 5）連結実質赤字比率算定結果の対前年度比較 

（単位：千円，％，ポイント） 

年  度 
連結実質赤字額

Ａ 

標準財政規模 

Ｂ 

連結実質赤字

比率 Ａ／Ｂ

早期健全化

基  準

財政再生

基  準

平成 23 年度 － 349,448,352 －

16.25 

 

30.00 

 

平成 22 年度 561,066 350,405,813 0.16 

対前年度増△減 △561,066 △957,461 △0.16 

注 財政再生基準は，経過措置により，平成 21 年度決算までは 40.00 パーセント，平成 22 年度決算では

35.00 パーセントとされていたが，平成 23 年度決算からは 30.00 パーセントとなっている。 

 

    本市の各会計の実質収支額及び資金剰余額又は不足額の状況は，次のとおりである。 

当年度は国民健康保険事業特別会計において実質収支の赤字額が生じたほか，自動

車運送事業特別会計及び高速鉄道事業特別会計で資金の不足額が生じた一方で，一般

会計などにおいて実質収支の黒字額が生じたほか，水道事業特別会計及び公共下水道

事業特別会計で資金の剰余額が生じたため，連結実質赤字は生じていない。 

これは，前年度に比べ実質収支について一般会計の黒字額が増加したこと，国民健

康保険事業特別会計の赤字額が減少したことのほか，自動車運送事業特別会計及び高

速鉄道事業特別会計において資金の不足額が減少したことなどによるものである。 
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（表 6）各会計の実質収支額及び資金剰余額又は不足額の対前年度比較 
（単位：千円） 

会計名 平成 23 年度 平成 22 年度 
対前年度 
増△減額 

実
質
収
支
額
（
公
営
企
業
に
係
る
特
別
会
計
以
外
の
会
計
） 

一般会計 1,397,515 709,200 688,315

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 － － －

雇用対策事業特別会計 2,638 － 2,638

土地取得特別会計 28,363 － 28,363

基金特別会計 17,064 118,032 △100,968

市公債特別会計 2,585 209 2,376

市立病院機構病院事業債特別会計 － －

国民健康保険事業特別会計 △3,766,333 △6,466,906 2,700,573

介護保険事業特別会計 437,943 783,825 △345,882

後期高齢者医療特別会計 516,014 495,239 20,775

老人保健特別会計 366,533 △366,533

駐車場事業特別会計 － － －

小 計 Ａ △1,364,211 △3,993,868 2,629,657

資
金
剰
余
額
又
は
不
足
額
（
公
営
企
業
に
係
る
特
別
会
計
）

地域水道特別会計 － － －

京北地域水道特別会計 － － －

特定環境保全公共下水道特別会計 － － －

中央卸売市場第一市場特別会計 424,853 324,762 100,091

中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計 － － －

農業集落排水事業特別会計 － － －

土地区画整理事業特別会計 － － －

病院事業特別会計 3,745,770 △3,745,770

水道事業特別会計 10,198,794 10,703,671 △504,877

公共下水道事業特別会計 17,897,526 13,533,509 4,364,017

自動車運送事業特別会計 △4,873,182 △7,030,490 2,157,308

高速鉄道事業特別会計 △13,810,351 △17,844,420 4,034,069

小 計 Ｂ 9,837,640 3,432,802 6,404,838

合  計 Ａ＋Ｂ 8,473,429 △561,066 9,034,495

注 実質収支額の算定上，翌年度へ繰越すべき財源に，事業繰越及び支払繰延に係るものを含むため，各

会計における決算の実質収支額と一致しないものがある。 
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  ウ 実質公債費比率 

    地方債の元利償還金と準元利償還金に要する一般財源の合計額を標準財政規模で除

した比率（ただし，普通交付税算定上の基準財政需要額に算入される額は，実質公債

費比率算定上の分子及び分母からそれぞれ控除する。）である実質公債費比率は，直近

3 箇年の平均値をとることとされており，13.7％で，前年度に比べ 0.6 ポイント上昇

している。 

なお，早期健全化基準は 25.0％であり，財政再生基準は 35.0％であるが，当年度の

比率はこれらを下回っている。 

 

（表 7）実質公債費比率算定結果の対前年度比較 

（単位：千円，％，ポイント） 

項  目 平成 23 年度 平成 22 年度 平成 21 年度 平成 20 年度

各
年
度
の
単
年
度
実
質
公
債
費
比
率 

元利償還金 Ａ 49,047,703 50,490,571 51,564,266 51,511,293

準元利償還金 Ｂ 74,336,428 73,558,697 75,332,920 70,800,127

Ａ，Ｂに充当することの
できる特定の歳入 Ｃ 

26,864,160 25,570,932 25,400,322 25,698,366

Ａ，Ｂに係る基準財政需
要額算入額 Ｄ 

57,717,687 58,519,099 59,541,118 63,140,119

標準財政規模 Ｅ 349,448,352 350,405,813 350,913,345 354,201,362

単年度実質公債費比率 13.30072 13.68998 14.39936 11.50031

Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ 38,802,284 39,959,237 41,955,746 33,472,935 

     Ｅ－Ｄ 291,730,665 291,886,714 291,372,227 291,061,243

実質公債費 

比率 

(3 箇年平均) 

平成 23 年度 13.7  

平成 22 年度  13.1 

対前年度増△減 0.6 

早期健全化基準 25.0 

財 政 再 生 基 準 35.0 
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平成 23 年度の単年度の実質公債費比率は，地方債の元利償還金に準ずるものとし

て地方財政法施行令で規定する準元利償還金が前年度に比べ増加した一方，元利償

還金が減少したことから，13.30072％となり，前年度に比べて 0.38926 ポイント下

降している。この比率は平成 20 年度の単年度の比率を上回っているため，3 箇年平

均の実質公債費比率については上昇している。 

 

（表 8）準元利償還金の内容 

（単位：千円） 

項  目 平成 23 年度 平成 22 年度 平成 21 年度 平成 20 年度

① 
満期一括償還地方債の 1 年当た

りの元金償還金に相当するもの 
48,901,638 47,269,913 49,992,793 48,765,976

② 

一般会計等以外の会計への繰入

金のうち，地方債の償還の財源に

充てたと認められるもの 

24,379,836 25,163,623 24,761,431 21,569,250

③ 

加入組合等への補助金又は負担

金のうち，当該組合等が起こした

地方債の償還の財源に充てたと

認められるもの 

－ － － －

④ 

債務負担行為に基づく支出のう

ち，地方財政法第 5 条各号に規定

する経費に係るもの 

1,041,526 1,055,202 522,042 444,604

⑤ 一時借入金の利子 13,428 69,959 56,654 20,297

合  計 74,336,428 73,558,697 75,332,920 70,800,127
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エ 将来負担比率 

   一般会計等が将来実質的に負担する債務であると考えられる将来負担額から充当可

能財源等を控除した額を標準財政規模で除した比率（ただし，普通交付税算定上の基

準財政需要額に算入される額は，それぞれから控除するものとする。）である将来負担

比率は，237.2％となり，前年度に比べ 2.2 ポイント上昇している。 

なお，早期健全化基準は 400.0％であり，当年度の比率はこれを下回っている。ま

た，財政再生基準は設定されていない。 

 

（表 9）将来負担比率算定結果の対前年度比較 

（単位：千円，％，ポイント） 

年  度 

将来負担額 

 

Ａ 

充当可能 

財 源 等 

Ｂ 

標準財政 

規  模 

Ｃ 

元利償還金，

準元利償還金

に係る基準財

政需要額算入

額  Ｄ 

将来負担

比  率

(Ａ－Ｂ)

(Ｃ－Ｄ)

早 期

健全化

基 準

平成 23 年度 1,790,881,182 1,098,875,906 349,448,352 57,717,687 237.2

400.0平成 22 年度 1,739,672,486 1,053,486,137 350,405,813 58,519,099 235.0

対前年度増△減 51,208,696 45,389,769 △957,461 △801,412 2.2

  

将来負担額の主なものは一般会計等に係る地方債現在高や，退職手当支給予定額な

どであり，また，充当可能財源等の主なものは将来負担額に充当できる基金残高など

であり，次に示すとおりである。 

将来負担額及び充当可能財源等は，いずれも前年度に比べ増加しているが，このう

ち将来負担額は，債務負担行為に基づく支出予定額などが減少したが，一般会計等の

地方債現在高及び他会計への地方債の元金償還繰入必要見込額の増加が大きく，将来

負担比率は前年度に比べ上昇している。 
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（表 10）将来負担額の内容 

（単位：千円） 

項  目 平成 23 年度 平成 22 年度
対前年度 
増△減額 

① 一般会計等の地方債現在高 1,347,397,985 1,296,660,067 50,737,918

② 

債務負担行為に基づく支出予定額のうち，

地方財政法第 5 条各号に規定する経費に係

るもの 

PFI 事業に係る経費のうち建設事業費相 

当額，依頼土地の買戻しに係る経費等 

34,953,157 44,741,490 △9,788,333

③ 
一般会計等以外の会計の地方債の元金償還

に充てる一般会計等からの繰入必要見込額
301,175,592 286,972,685 14,202,907

④ 
加入組合等の地方債の元金償還に充てる当

該団体からの負担等見込額 
－ － －

⑤ 

退職手当支給予定額のうち，一般会計等に

おける実質的な負担見込額 

年度末において職員全員が自己都合退 

職した場合に，一般会計等が負担する 

と見込まれる退職手当支給額 

100,796,842 103,644,201 △2,847,359

⑥ 

設立した一定の法人の負債の額 

（土地開発公社の負債の額） 

6,557,606 7,092,977 △535,371

そのもののために債務を負担している場合

の当該債務のうち，当該法人等の財務・経

営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

損失補償を行う出資法人等の債務，公 

的保証機関の保証債務及び制度融資に 

係る金融機関の貸付けに係る損失補償 

債務のうち，一般会計等が負担すると 

見込まれる額 

⑦ 連結実質赤字額 － 561,066 △561,066

⑧ 
加入組合等の実質連結赤字額相当額のうち

一般会計等における実質的な負担見込額 
－ － －

将来負担額（①～⑧合計） 1,790,881,182 1,739,672,486 51,208,696
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（表 11）充当可能財源等の内容 

（単位：千円） 

項  目 平成 23 年度 平成 22 年度
対前年度 
増△減額 

⑨ 

表 10 の①から⑥に充てることができる基

金残高 

①から⑥に充てることができると認め 

られる基金残高のうち，現金・預金及 

び国債・地方債・政府保証債等として 

保有しているものの額 

111,099,535 94,797,670 16,301,865

⑩ 

表 10 の①から⑥に充てることができる特

定の歳入の見込額 

①から⑥に充てることができると認め 

られる国庫支出金や公営住宅の使用料，

地方債を財源とする貸付金の償還金， 

都市計画税収入などの見込額 

320,261,675 297,970,859 22,290,816

⑪ 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算

入見込額 

地方債現在高等のうち，将来普通交付 

税算定上の基準財政需要額として算入 

されると見込まれる額 

667,514,696 660,717,608 6,797,088

充当可能財源等（⑨～⑪合計） 1,098,875,906 1,053,486,137 45,389,769
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 ２ 資金不足比率審査 

 

  資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる書類の作成 

   審査の対象とした資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

の作成が，法令等の趣旨に沿って適正に行われているかについて審査を行ったところ，

いずれも適正に行われていると認めた。 

平成 23 年度決算における資金不足比率の算定結果は，次のとおりである。 

 

（表 12）平成 23 年度決算における資金不足比率 

      （単位：％） 

会計名 算定結果 
経営健全化 

基   準 

(参考) 

平成 22 年度 

地域水道特別会計 － 

 20.0 

－ 

京北地域水道特別会計 － － 

特定環境保全公共下水道特別会計 － － 

中央卸売市場第一市場特別会計 － － 

中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計 － － 

農業集落排水事業特別会計 － － 

土地区画整理事業特別会計 － － 

病院事業特別会計  － 

水道事業特別会計 － － 

公共下水道事業特別会計 － － 

自動車運送事業特別会計 25.9  37.4 

高速鉄道事業特別会計 57.8 76.2 
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  資金不足比率の分析 

公営企業に係る会計ごとに資金の不足額を事業の規模で除した比率である資金不足比

率は，当年度は，前年度と同様に自動車運送事業特別会計及び高速鉄道事業特別会計で

発生している。その他の会計については，資金の不足額がないため，資金不足比率は発

生していない。 

自動車運送事業特別会計及び高速鉄道事業特別会計に係る資金不足比率算定結果の対

前年度比較は，次のとおりである。 

なお，経営健全化計画の策定が求められる経営健全化基準は 20.0％である。 

 

（表 13）自動車運送事業特別会計に係る資金不足比率算定結果の対前年度比較 

（単位：千円，％，ポイント） 

項  目 平成 23 年度 平成 22 年度 対前年度増△減

Ａ 流動負債（控除未払金を除く） 6,768,178 8,907,827 △2,139,649

Ｂ 算入地方債現在高 － － －

Ｃ 流動資産（控除財源を除く） 1,894,996 1,877,337 17,659

Ｄ 解消可能資金不足額 － － －

Ｅ 資金の不足額 Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ 4,873,182 7,030,490 △2,157,308

Ｆ 事業の規模 18,748,302 18,762,674 △14,372

資金不足比率 Ｅ／Ｆ 25.9 37.4 △11.5

 

（表 14）高速鉄道事業特別会計に係る資金不足比率算定結果の対前年度比較 

（単位：千円，％，ポイント） 

項  目 平成 23 年度 平成 22 年度 対前年度増△減

Ａ 流動負債（控除未払金を除く） 33,409,743 33,779,085 △369,342

Ｂ 算入地方債現在高 － － －

Ｃ 流動資産（控除財源を除く） 2,494,266 2,863,757 △369,491

Ｄ 解消可能資金不足額 17,105,126 13,070,908 4,034,218

Ｅ 資金の不足額 Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ 13,810,351 17,844,420 △4,034,069

Ｆ 事業の規模 23,866,587 23,416,082 450,505

資金不足比率 Ｅ／Ｆ 57.8 76.2 △18.4
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自動車運送事業特別会計は，事業の規模は減少したが,資金の不足額がそれ以上に減少

したことから，資金不足比率は前年度に比べ 11.5 ポイント下降し，25.9％となった。 

高速鉄道事業特別会計は，事業の規模が増加し，解消可能資金不足額が増加したこと

に伴い，資金の不足額も減少したことから，資金不足比率は前年度に比べ 18.4 ポイント

下降し，57.8％となった。 

    いずれの会計の資金不足比率も，前年度に引き続き，経営健全化基準の 20.0％を上回

っているが，平成 22 年 3 月に定めた京都市自動車運送事業経営健全化計画及び京都市高

速鉄道事業経営健全化計画に基づき，経営の健全化が進められ，資金不足比率は改善し

ている。 


